
太 陽 石 油 株 式 会 社

計　 算　 書　 類 

自　　2022年４月１日
至　　2023年３月31日

第86期



          資     産     の     部         負  債 ・ 純　資　産  の  部
勘　定　科　目 金　額　(百万円) 勘　定　科　目 金　額　(百万円) 

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

 1. 流  動  資  産 236,719  1. 流  動  負  債 210,118
現 金 ・ 預 金 25,389 買 掛 金 51,266
受 取 手 形 27 一 年 内 償 還 社 債 4,958
売 掛 金 68,874 短 期 借 入 金 68,784
製 品 34,957 未 払 揮 発 油 税 等 26,452
半 製 品 ・ 仕 掛 品 3,362 未 払 金 19,655
原 油 32,117 未 払 費 用 5,784
未 着 製 品 2,134 前 受 金 14,067
未 着 原 油 50,630 預 り 金 17,961
貯 蔵 品 3,288 賞 与 引 当 金 458
未 収 入 金 1,587 そ の 他 流 動 負 債 729
未 収 消 費 税 等 13,665
そ の 他 流 動 資 産 685

 2. 固  定  資  産 80,410  2. 固  定  負  債 35,873
(1) 有 形 固 定 資 産 54,952 社 債 12,810

建 物 2,483 長 期 借 入 金 12,871
構 築 物 8,291 役 員 退 職 引 当 金 580
油 槽 4,143 退 職 給 付 引 当 金 84
機 械 及 び 装 置 25,642 特 別 修 繕 引 当 金 4,263
船舶及び車両運搬具 45 定 期 修 繕 引 当 金 3,053
工具・器具及び備品 911 資 産 除 去 債 務 2,200
土 地 11,793 そ の 他 固 定 負 債 11
建 設 仮 勘 定 1,640

(2) 無 形 固 定 資 産 684 負 債 合 計 245,992
借 地 権 154
ソ フ ト ウ エ ア 519
施 設 利 用 権 11 ( 純 資 産 の 部 )

(3) 投資その他の資産 24,772  1. 株　主　資　本 71,185
投 資 有 価 証 券 2,029 (1) 資 本 金 400
関 係 会 社 株 式 18,344 (2) 資 本 剰 余 金 5
出 資 金 148 資 本 準 備 金 5
長 期 貸 付 金 0 (3) 利 益 剰 余 金 70,780
差 入 保 証 金 1,340 利 益 準 備 金 100
長 期 前 払 費 用 601 その他利益剰余金 70,680
繰 延 税 金 資 産 2,004   特 別 積 立 金 50
前 払 年 金 費 用 303   別 途 積 立 金 10,000

  繰越利益剰余金 60,630
 2. 評価・換算差額等 △ 48

その他有価証券評価差額金 △ 48

純 資 産 合 計 71,137

資   産   合   計 317,130 負債及び純資産 合 計 317,130

  (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

貸 借 対 照 表

2023年３月31日 現在
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項　　　　目 金　　　額 金　　　額

(百万円) (百万円) 

売　上　高 711,860

売　上　原　価 713,752

売 上 総 損 失 △ 1,891

販売費及び一般管理費 19,795

営  業  損　失 △ 21,686

　営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 74
為 替 差 益 294
受 取 保 険 金 576
そ の 他 営 業 外 収 益 486 1,432

　営 業 外 費 用

支 払 利 息 980
先 物 取 引 損 失 102
遊 休 資 産 諸 費 用 856
そ の 他 営 業 外 費 用 900 2,839

経  常  損　失 △ 23,093

　特  別  利  益

固 定 資 産 売 却 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 0

　特  別  損  失

固 定 資 産 売 却 損 107
固 定 資 産 除 却 損 ・ 撤 去 費 171
事 業 撤 退 損 4,525
そ の 他 特 別 損 失 2 4,807

税引前当期純損失 △ 27,900
　法人税、住民税及び事業税 △ 6
　法人税等調整額 △ 295 △ 301

当　期　純　損　失 △ 27,599

  (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

至   2023年３月31日

損　 益 　計　算　書

自   2022年４月１日

 ２



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　2022年４月１日
至　2023年３月31日

(単位：百万円)

株主資本

特別
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 400 5 5 100 50 10,000 89,575 99,725 100,131

会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △ 1,345 △ 1,345 △ 1,345

　当期純損失（△） △ 27,599 △ 27,599 △ 27,599

　 株主資本以外の項目の
　 会計期間中の変動額(純額)

会計期間中の変動額合計        -        -        -        -        -        - △ 28,945 △ 28,945 △ 28,945

当期末残高 400 5 5 100 50 10,000 60,630 70,780 71,185

評価・換算差額等

当期首残高 △ 28 55 100,157

会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △ 1,345

　当期純損失（△） △ 27,599

　 株主資本以外の項目の
　 会計期間中の変動額(純額)

△ 19 △ 55 △ 75

会計期間中の変動額合計 △ 19 △ 55 △ 29,020

当期末残高 △ 48        - 71,137

  (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

純資産
合計

その他有価
証券評価差

額金

繰延
ヘッジ
損益

 ３



４ 

個 別 注 記 表 
 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式     -------- 移動平均法による原価法 

 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの  -------- 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算出 

 

市場価格のない株式等       -------- 移動平均法による原価法 

 

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法  -------- 時価法 

 

（３）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品、半製品、仕掛品、原油、貯蔵品 -------- 主として月別総平均法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切り下げの方法により算定) 

 

未着製品、未着原油         -------- 個別法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切り下げの方法により算定) 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産             -------- 定額法 

 

（２）無形固定資産             -------- 定額法 

 

 ３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担分を計上しております。 

 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は各期の発生額を発生の翌期から従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（５

年）による定額法により費用処理しております。 

 

（４）役員退職引当金 

役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

（５）特別修繕引当金 

将来支出する修繕費用に備えるため、消防法により定期開放検査が義務付けられた油槽に係る点検

修理費用の見積額に基づき計上しております。 

 

（６）定期修繕引当金 

将来支出する機械装置等の修繕費用に備えるため、定期点検修理費用の見積り額に基づき期間に応

じて計上しております。 

  



５ 

４．繰延資産の処理方法 

社債発行費については、支出時に全額費用として処理しております。 

 

 ５．重要な収益及び費用の計上基準 

（１）契約及び履行義務に関する情報 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を

認識する通常の時点は下記の通りであります。 

当社は石油製品の製造販売を行っております。製品の販売に係る収益は、主として顧客が当該製品

に対する支配を獲得する製品の引渡時点において履行義務が充足されると判断しており、通常は製

品の引渡時点で認識しております。 

 

（２）取引価格の算定及び履行義務への配分額の算定に関する情報 

取引価格は、約束した財又はサービスの顧客への移転と交換に当社が権利を得ると見込んでいる対

価の金額であり、当社が第三者のために回収する額を除いています。また、顧客から取引の対価は、

財又はサービスを顧客に移転する時点から概ね 1 年以内に受領しており、重要な金融要素を含んで

いません。 

 

 ６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 （１）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

但し、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を、金利

スワップについて特例処理の要件を充たしている場合には特例処理としております。 

 

（２）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

(会計方針の変更に関する注記) 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用」 

   「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021 年６月 17 日。以

下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用

指針第 27-2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針

を将来にわたって適用することといたしました。これによる当事業年度に係る計算書類への影響は軽

微であります。 

 

(表示方法の変更に関する注記) 

前事業年度において、営業外収益の「その他営業外収益」に含めて表示しておりました「受取保険

金」は、金額的重要性が増したため、当時事業年度より区分掲記しております。 

 

(会計上の見積りに関する注記） 

    会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に

係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 

たな卸資産 

（製品、半製品、仕掛品、原油、未着製品、未着原油、貯蔵品） 

 

(貸借対照表に関する注記) 

 １．担保資産 

担保に供している資産 

建  物         1,753 百万円 

構 築 物         7,295 百万円 

油  槽         4,109 百万円 

機械及び装置         25,355 百万円 

船舶及び車両運搬具並びに工具・器具及び備品 543 百万円 

土  地         3,882 百万円 

 計                 42,938 百万円 

上記に対する債務 

短期借入金                   620 百万円 

 

 ２．有形固定資産の減価償却累計額 

126,490 百万円 

195,790 百万円 



６ 

３．国庫補助金により有形固定資産の取得価額から直接減額した圧縮記帳累計額 

建物                         108 百万円 

構築物                       601 百万円 

油槽                         112 百万円 

機械及び装置                   1,822 百万円 

土地                         2 百万円 

 

 ４．保証債務 

(内、関係会社に対する債務保証 

 

 ５．関係会社に対する金銭債権・債務 

短期金銭債権      8,736 百万円 

短期金銭債務      35,669 百万円 

 

(損益計算書に関する注記) 

 １．関係会社との取引高 

営業取引高                         

 売上高               52,094 百万円 

 売上原価              2,091 百万円 

 販売費及び一般管理費       7,575 百万円 

     計          61,761 百万円 

営業取引以外の取引高         268 百万円 

 

 ２．売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 

 

 ３．事業撤退損 

 山口事業所におけるスチレンモノマー製造事業終了の意思決定に基づき、関連する以下の費用を計

上しております。 

 減損損失               3,334 百万円 

 棚卸資産評価損              1,190 百万円 

     計          4,525 百万円 

 

 事業撤退損に含めた重要な減損損失 

用途 場所 種類 金額 

遊休資産 
山口事業所 

（山口県宇部市） 
機械及び装置 他 3,334 百万円  

 

   当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、ＳＳについては１ＳＳ毎、遊休資産につ

いては原則として１物件毎を基本単位としてグルーピングしております。 

   撤退方針の決定により、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を事業撤

退損として特別損失に計上しております。 

 

 
 

 

 

 

 

 

   遊休資産の内、土地の回収可能価額は正味売却価額により、土地以外の遊休資産は備忘価額により

評価しております。 

 

  

22,371 百万円 

20,357 百万円) 

602,631 百万円 

山口事業所 建   物      130 百万円 

 構 築 物     245 百万円 

 機械及び装置   2,173 百万円 

 土   地      384 百万円 

 建設仮勘定   300 百万円 

 そ の 他   100 百万円 



７ 

(株主資本等変動計算書に関する注記) 

 １．発行済株式の種類および総数 

 当期首株式数 当期増加数 当期減少数 当期末株式数 摘要 

発行済株式                                              

普通株式 8,000,000   －     －   8,000,000      

合  計 8,000,000   －     －   8,000,000      

 

２．配当に関する事項 

（１）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当の原資 

配当金の 

総額 
１株当たり 

配当金(円) 
基準日 効力発生日 

(百万円) 

2022 年 6月 23 日 
普通株式 利益剰余金 1,345 

  
168.25 

 
2022 年 3月 31 日 2022 年 6 月 24 日 

定時株主総会    

 

（２）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決議予定 株式の種類 配当の原資 

配当金の 

総額 
１株当たり 

配当金(円) 
基準日 効力発生日 

(百万円) 

2023 年 6月 22 日 
普通株式 利益剰余金 840 

  
105.00 

 
2023 年 3月 31 日 2023 年 6 月 23 日 

定時株主総会    

 

(税効果会計に関する注記) 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産                                  

 特別修繕引当金          1,298 百万円 

 減損損失          1,062 百万円 

 定期修繕引当金           929 百万円 

 資産除去債務           681 百万円 

 棚卸資産評価損           362 百万円 

 減価償却超過額           256 百万円 

 賞与引当金          139 百万円 

 未払事業税            0 百万円 

 繰越欠損金            9,798 百万円 

 その他             586 百万円 

繰延税金資産小計          15,116 百万円 

 評価性引当額           △12,906 百万円 

繰延税金資産合計              2,210 百万円 

 

繰延税金負債                        

 資産除去費用          100 百万円 

 その他            105 百万円 

繰延税金負債合計         206 百万円 

繰延税金資産の純額        2,004 百万円 

 

(金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

   当社は、資金運用については、一時的な余資を安全性の高い金融資産で運用し、資金調達について

は主に銀行借入や社債発行により調達しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま

す。また、投資有価証券は債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、債券及び上場株式につ

いては決算期に時価の把握を行っております。 

   借入金の使途は運転資金(主として短期)および設備投資資金(長期)であり、一部の長期借入金の金

利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デ

リバティブは社内規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。  



８ 

２．金融商品の時価等に関する事項 

   2023 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。また、現金

は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払揮発油税等、未払金、短期借入金は、短期間で

決済されるため時価が帳簿価格に近似することから、注記を省略しております。 

                                  (単位:百万円) 

           貸借対照表計上額 

(*1) 

時価 

(*1) 
差額 

           

 (1) 投資有価証券                            

   その他有価証券      258     258    -  

 (2) 長期借入金   (*2) （ 18,028 ） （ 18,037 ）  △ 8  

 (3) 社債       (*3) （ 17,768 ） （ 17,779 ）  △ 11  

(*1) 負債に計上されているものについては、(  )で示しております。 

(*2）貸借対照表上、短期借入金に含めて表示しております１年以内返済長期借入金（5,157 百万円)

は、長期借入金に含めております。 

(*3）一年以内償還社債(4,958 百万円)は、社債に含めております。 

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 

(1) 投資有価証券 

 これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金

融機関から提示された価格によっております。 

(2)  長期借入金 

 １年以内返済予定の長期借入金及び長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場

金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額

にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、当該

長期借入金の元利金の合計額(*)を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を

算定しております。 

 (3)  社債 

     社債の時価につきましては、元利金の合計額を同様の新規調達を行った場合に想定される利

率で割り引いて現在価値を算定しております。 

 

(注２)市場価格のない株式等 

  （単位：百万円） 

 区分 貸借対照表計上額 

投資有価証券 非上場株式等 1,349 

関係会社株式 非上場株式 18,344 

出資金 匿名組合出資等 9 

なお、企業会計基準適用指針第 31 号時価の算定に関する会計基準の適用指針 24-16 の取扱いを適

用しており、金融商品時価開示適用指針第４項(1)に定める事項を注記していません。 

本項の取扱いを適用した組合等への出資の貸借対照表計上額の合計額は以下の通りです。 

投資有価証券 422 百万円、出資金 139 百万円 

 

(資産除去債務に関する注記) 

 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

１．当該資産除去債務の概要 

   当社の事業用資産の一部は、土地所有者との事業用定期借地権契約や土地賃貸借契約を締結してお

り、賃借期間終了による原状回復義務に関し資産除去債務を計上しております。 

 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法 

   事業用資産の使用見込み期間を５年から 40 年と見積り、割引率は、当該使用見込み期間に見合う国

債流通利回り（0.00％～2.30％）を使用して資産除去債務を算出しております。 

  



９ 

３．当事業年度末における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高                     2,241 百万円 

有形固定資産の取得に伴う増加額     - 百万円 

資産除去債務の履行による減少額     - 百万円 

時の経過による調整額             29 百万円 

その他                      △ 34 百万円 

期末残高                     2,236 百万円 

 

(収益認識に関する注記) 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針に係る事項に関する注記 ５．重要な収益及

び費用の計上基準」に記載の通りであります。 

 

(関連当事者との取引に関する注記) 

                                    （単位：百万円） 

種類 会社等の名称 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(%) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引高 科目 金額 

親会社 
太陽商事 

株式会社 

(被所有) 
当社株式の

所有 

資金取引 

(注 1） 
－ 預り金 6,200 45.6% 

     

子会社 

太陽石油販売 

株式会社 

所有 
当社石油製

品の販売 

石油製品の販売 

(注 2) 
51,877 売掛金 4,696 100.0% 

     

太陽ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ 

ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

     

原料調達、

石油製品販

売の仲介、 

資金借入等

銀行取引の

債務保証 

                

所有 

100.0% 

－ － 買掛金 20,158 

                

                     

資金取引(注 1） － 預り金 3,567 

                     

                 

債務保証(注 3) 20,357 － － 

                               

 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(注) 1．預託金に関する支払利息については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

2．市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、取引条件を決定しております。 

3．当社は、太陽インターナショナルプライベートリミテッドが行う銀行取引に対して債務保証を行っ

ております。なお、保証料は受領しておりません。 

 

(１株当たり情報に関する注記) 

 １．１株当たり純資産額                8,892 円 18 銭 

 

 ２．１株当たり当期純利益             △  3,449 円 89 銭 


